
［単独］

平成１０年５月２１日

平成１０年３月期　　決算短信

旭 硝 子 株 式 会 社 上場取引所　東京、大阪、名古屋各第１部

コ ー ド 番 号　　５２０１ 　　　　　　札幌、京都、新潟、広島、福岡

東京都千代田区丸の内二丁目１番２号

問合せ先 広 報 部 長
井 本 健 一 ＴＥＬ（０３）３２１８－５２４０

決算取締役会開催日　平成１０年５月２１日 定時株主総会開催日　平成１０年６月２6日

連結決算の有無        有         中間配当制度の有無        有

１．１０年３月期の業績（平成９年４月１日 ～ 平成１０年３月３１日）

(1)経営成績 （参考）決算短信中の記載金額は、百万円未満を切り捨て表示しております。

                    対前期
  売   上   高      増減率

                   対前期
  営 業 利 益      増減率

                    対前期
  経 常 利 益       増減率

10年３月期
９年３月期

              百万円       ％
８５４，５００（△ ５．４）

  ９０３，１５７（△ ０．３）

           百万円       ％
１３，７６６（△１１．３）

１５，５１７（　  ６．９）

             百万円       ％
３１，４２６（　３．７）

３０，２９５（　４．７）

                対前期
  当 期 利 益   増減率

１株当たり

当期利益

潜在株式調整後

１株当たり当期利益

株主資本

当期利益率

総 資 本

経常利益率

売 上 高

経常利益率

10年３月期
９年３月期

         百万円       ％
２０，０７２（　５．５）

１９，０３２（  ３．９）

　円　　銭

１７　０８

１６  １９

　円　　銭

１６  ５１

１５  ６９

　　％

３．５

３．４

　　％

３．２

３．１

　　％

３．７

３．４

(注) １．期中平均株式数  10年３月期 １，１７５，２４２千株
 ９年３月期 １，１７５，２３５千株

     ２．会計処理の方法の変更 なし
    
(2)配当状況

１株当たり年間配当金 配当金総額 株主資本

中 間 期 末 （ 年 間 ） 配当性向 配 当 率

10年３月期
９年３月期

　円　　銭

１０　００

　９  ００

 円　　銭
 ４　５０
 ４  ５０

　円　　銭

　５　５０

　４　５０

            百万円
　  １１，７５２
　  １０，５７７

     ％
５８．５

５５．６

      　　％
      ２．０
      １．９

（注）配当金の内訳　10年３月期：期末配当金(普通4円50銭、90周年記念1円)、中間配当金(普通4円50銭)
                     ９年３月期：期末配当金(普通4円50銭)、中間配当金(普通4円50銭)
                      
(3)財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率

１ 株 当 た り

株 主 資 本

10年３月期
９年３月期

              百万円
　　９９２，９８７

　　９９５，１９３

              百万円
　　５８０，５９０

　　５７１，２４４

　　　％

５８．５

５７．４

　　　円　　銭

４９４　０２

４８６　０７

（注）１．期末発行済株式数（額面株式　１単位の株式数 1,000株） 10年３月期　１，１７５，２４２千株

                                                                ９年３月期  １，１７５，２４２千株

      ２．有価証券の時価と貸借対照表計上額との差額            324 ,506 百万円
      ３．デリバティブ取引の時価と契約額等との差額           △    303 百万円

２．１１年３月期の業績予想（平成１０年４月１日 ～ 平成１１年３月３１日）
１株当たり年間配当金

売 上 高 経常利益 当期利益 中 間 期 末

中  間  期
通  　  期

           百万円
 ４００，０００
 ８３０，０００

          百万円
　１２，０００

　２８，０００

         百万円
　　７，０００

　１７，０００

　円　　銭

  ４  ５０
　円　　銭

     

    ４  ５０

　円　　銭

  ９　００

（参考）１株当たり予想当期利益（通期） １４円４７銭
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［単独］

当 期 業 績 の 概 況 と 次 期 の 見 通 し 並 び に 配 当 政 策

１．当期業績の概況

   
  当期のわが国経済は、個人消費や住宅投資が引続き低迷し、また民間設備投資も減少に転じたことに加え、金
融システム不安やアジア経済危機等の影響もあり、期後半から景気後退色を強めてきました。

  当社は、このような厳しい状況の下で、懸命な販売活動を展開しましたが、主力製品の需要減退や市況低迷等
により減収となったものの、経営各般にわたる徹底した効率化・合理化施策を推進した結果、当期の当社単独の

業績は、

        売  上   高   ８,５４５億０,０００万円余 （前期比５.４％減）

        経 常 利 益      ３１４億２,６００万円余 （前期比３.７％増）

        当 期 利 益      ２００億７,２００万円余 （前期比５.５％増）

と、収益面は金融収支の改善もあり増益になりました。

○ガラス・建材部門

板ガラス・建材関係については、省エネルギー効果に優れた複層ガラスが売上げを伸ばしたものの、フロート

板ガラスや、サッシ、窯業系防火外壁材が低迷しましたので、全体の売上高は前期を下回りました。

加工ガラス関係については、自動車の国内販売は低迷したものの、輸出台数が好調に推移しましたので、売上

高は前期を上回りました。

  ガラスバルブ関係については、国内向けが売上げを伸ばしましたが、アジア向けを中心とした輸出が減少しま
したので、売上高は前期を下回りました。

  以上の結果、ガラス・建材部門全体の売上高は、前期比６.７％減の４,４０８億７,５００万円余（総売上高に

対し、５１.６％）となりました。

○化学部門

  化学製品については、医農薬中間体等のフッ素系ファインケミカル製品が順調に推移しましたが、苛性ソー
ダ・塩化ビニール等が減少しましたので、売上高は、前期比５.６％減の２,９３１億８００万円余（総売上高に

対し、３４.３％）となりました。

○セラミックス部門

セラミックス製品については、電鋳煉瓦の需要減と結合煉瓦・不定形耐火物の市況低迷により売上高は、前期

比９.７％減の２２４億２,３００万円余(総売上高に対し、２.６％)となりました。

○電子部門

  電子関連製品については、情報・通信機器向けのＩＣや液晶用ガラス基板等が売上げを伸ばし、
また、大口プラントの販売もありましたので、全体の売上高は、前期比６.０％増の７７４億７００万円余（総売

上高に対し、９.１％）となりました。

○その他

  健康機器等については、売上高は、前期比６.４％減の２０６億８,５００万円余（総売上高に対し、２.４％）

となりました。
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２．次期の見通し

   
  今後については、政府の経済対策の効果が期待されるものの、内需拡大の鍵を握る個人消費や民間設備投資の
早急な回復は望めそうもなく、また、東南アジア経済の動向等懸念材料もあり、当面厳しい経済環境が続くもの

と思われます。

当社としては、このような状況の下、２１世紀に繁栄を続けるために、次のような重点施策を実施して行きま

す。

① 経営の効率化を進めるとともに、事業環境の変化を的確に把握し、新規事業の創出と新商品

  の開発・育成を加速し、競争力を高める。
② 国内外事業の一体的運営によるグローバルな連結経営体制をさらに充実させ、グループとしての総合力を高

める。

  ③事業活動全般にわたる品質管理の一層の向上と販売力の強化を図る。
以上の諸施策を着実に展開することにより、事業の拡大・発展に努めます。

  次期(平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日)の業績は、次のような見込みです。
       売  上   高      ８,３００億円 （前期比  ２.９％減）

       経 常 利 益         ２８０億円 （前期比１０.９％減）

       当 期 利 益         １７０億円 （前期比１５.３％減）

３．配当政策

  当社は、株主に対する配当額の決定を、経営上の重要課題の一つと位置づけており、その決定に当たっては、
安定配当を基本に、業績と配当性向等を総合的に勘案しています。

当期は、既に１株当たり４円５０銭の中間配当を実施しましたが、期末配当金は、当期に創立９０周年を迎え

ましたので、普通配当４円５０銭に記念配当１円を加えて1株当たり５円５０銭とします。
これにより、中間配当を含めた当期の配当金は、１株当たり１０円となり、配当性向は５８.５%、株主資本配
当率は２.０％となります。
内部留保については、中長期的な経営基盤の強化に向けて、新技術・新製品の研究開発、製造設備の新増設・

合理化投資、海外投資等に充当し、一層の収益力の向上、事業の拡大に努めます。

４．決算期後に生じた会社の状況に関する重要な事実

  平成１０年４月２３日開催の取締役会において、社債及びコマーシャルペーパーの償還資金に充当するため、
第１回無担保社債の発行を決議し、同日次の通り発行条件を決定しました。

銘柄又は種類 発行総額 払込期日 償還期限

第１回無担保社債 ５００億円 平成１０年５月２０日 平成１５年５月２０日

        以  上
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[単独]

                                貸  借  対  照  表
                                                  (単位:百万円)

            期　   別 １０年３月期末 ９年３月期末 増      減

科　   目      (10. 3. 31) (9. 3. 31)

（ 資 産 の 部 ）     （９９２，９８７）      （９９５，１９３）   （△   ２，２０６）

流  動  資  産         ３９２，２７９          ４２４，１５７     △   ３１，８７７

現金及び預金           １６，８５５            １５，７７３            １，０８２

受取手形           １７，３５２            １３，５３５            ３，８１６

売掛金         １１８，６０２          １６４，７７０     △   ４６，１６８

有価証券         １２９，４０６          １２４，９８４            ４，４２１

製品・仕掛品           ７６，９８５            ７５，２０３            １，７８２

原材料・貯蔵品           １０，８７５            １１，２３６     △         ３６０

その他の流動資産           ２３，４１３            ２０，０５４            ３，３５８

貸倒引当金       △    １，２１２        △    １，４０１                １８９

固  定  資  産         ６００，７０７          ５７１，０３６          ２９，６７０

有形固定資産         ３０２，５７２          ２９２，８６０            ９，７１１

建物           ６２，９７０            ６３，０５０     △           ７９

構築物           １７，６１６            １７，２６９                ３４６

機械装置         １３６，２７４          １３７，５２３     △     １，２４９

車両運搬具                 ３７０                  ４１５     △           ４５

工具器具備品             ９，４４１              ８，９８８                ４５３

土地           ３５，３８２            ３３，３５６            ２，０２６

建設仮勘定           ４０，５１６            ３２，２５６            ８，２５９

無形固定資産             ７，９７７              ８，５６２     △         ５８４

投資等         ２９０，１５８          ２６９，６１４          ２０，５４３

投資有価証券           ９９，９５３            ９２，３７２            ７，５８０

子会社株式及び出資金         １６４，１９９          １５９，５３５            ４，６６４

長期貸付金           １３，３１２              ４，２９０            ９，０２２

長期前払費用             ４，８７９              ５，７７１      △        ８９２

その他の投資             ７，９００              ７，６７０                ２３０

貸倒引当金       △          ８７        △          ２６      △          ６１

資  産  合  計         ９９２，９８７          ９９５，１９３      △    ２，２０６

百万円 百万円

1.減価償却累計額 ５７６，０３１ ５６１，４８６    

2.受取手形裏書譲渡高 １５，２６８ ２４，２９３    

3.保証債務 ３７，７２５ １８，９１３    

4.自己株式 ５ １０    

  （株式数） （７，１２９株） （９，６６８株）

5.当期中の発行済株式の増加の内訳

転換社債の株式転換              ０   千株

    資 本 組 入 額 ０  百万円

４



[単独]

                       貸  借  対  照  表   

                                                  (単位:百万円)

             期   　別 １０年３月期末 ９年３月期末 増     減

科　   目 (10. 3. 31) (9. 3. 31)

（ 負 債 の 部 ）     （４１２，３９６）      （４２３，９４９）    （△ １１，５５３）

流  動  負  債         ２５０，４９３          ２１４，１３８           ３６，３５５

支払手形                 ３９４                  ８６９      △         ４７５

買掛金         １０３，４９８          １０３，０５０                 ４４７

短期借入金                 －                    ２０      △           ２０

  コマーシャルペーパー           ４１，５００            １２，５００           ２９，０００

一年以内償還社債           ４５，９３４            ２９，１２７           １６，８０７

未払金           ２０，８８２            １８，４９３             ２，３８８

未払法人税等             ６，１４０            １５，３５７      △     ９，２１６

未払費用             ３，９１２              ３，９５６      △           ４４

預り保証金           １６，６１８            １７，０５８      △         ４４０

従業員預金                     ２                      ９      △             ７

預り金             １，３５２              １，３７２      △           ２０

賞与引当金             ８，３４０              ８，３０３                   ３６

その他の流動負債             １，９１７              ４，０１７      △     ２，０９９

固  定  負  債         １６１，９０２          ２０９，８１１      △   ４７，９０８

社債           ９８，７０３          １４４，６３７      △   ４５，９３４

長期前受収益                 －                  １９３      △         １９３

退職給与引当金           ４４，９５９            ４４，１６７                 ７９２

特別修繕引当金             ９，６８４              ７，７８５             １，８９８

長期納税引当金                 －              ２，５４０      △     ２，５４０

その他の固定負債             ８，５５５            １０，４８７      △     １，９３１

（ 資 本 の 部 ）     （５８０，５９０）      （５７１，２４４）    （     ９，３４６）

資  本  金           ９０，４７２            ９０，４７１                     ０

法定準備金         １０７，００６          １０７，００３                     ２

資本準備金           ８４，３８８            ８４，３８７                     ０

利益準備金           ２２，６１７            ２２，６１６                     １

剰  余  金         ３８３，１１２          ３７３，７６８             ９，３４３

　　（ うち当期利益 ）       （２０，０７２）        （１９，０３２）    （     １，０４０）

負債・資本合計         ９９２，９８７          ９９５，１９３       △    ２，２０６

（リース取引に関する注記）

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

                                    工具器具備品等              工具器具備品等

                                              百万円                      百万円

１．取得価額相当額                       １４，６３７                ２０，１４２

 減価償却累計額相当額                  ８，６９７                １２，５７１

 期末残高相当額                        ５，９３９                  ７，５７０

２．未経過リース料期末残高相当額           ５，９３９                  ７，５７０

     うち１年以内のもの                 ２，７１２                  ３，５１９
     うち１年超のもの                   ３，２２６                  ４，０５０
３．支払リース料（減価償却費相当額)        ３，７０２                  ４，０３８

４．減価償却費相当額の算出方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

５．取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額の算定は、支払利子込み法によっております。

  

５



[単独]

                     損  益  計  算  書                

                                                 (単位:百万円)

           期    　別 １０年３月期 ９年３月期 増        減

科     目 ( 9.4 ～ 10.3 ) ( 8.4 ～ 9.3 )

営  業  損  益

売上高         ８５４，５００         ９０３，１５７       △  ４８，６５７

売上原価         ７３９，２８６         ７８４，５５７       △  ４５，２７０

販売費及び一般管理費         １０１，４４６         １０３，０８３       △    １，６３６

営  業  利  益           １３，７６６           １５，５１７       △    １，７５０

営  業  外  損  益

営  業  外  収  益           ２６，７０３           ２４，０９５             ２，６０７

受取利息及び配当金           １５，４３０           １３，２２２             ２，２０７

雑収入           １１，２７３           １０，８７３                 ３９９

営  業  外  費  用             ９，０４３             ９，３１８       △        ２７４

支払利息及び割引料             ４，３４６             ４，６２１       △        ２７５

雑損失             ４，６９７             ４，６９６                     ０

経  常  利  益           ３１，４２６           ３０，２９５             １，１３１

特  別  利  益           １４，７２６           １０，４１９             ４，３０６

固定資産売却益             ７，８９５             ６，７９３             １，１０２

投資有価証券売却益             ３，９７６                 ９２０             ３，０５６

子会社株式売却益                   ５７             ２，６８６       △    ２，６２８

過年度受取利息             ２，５５２                 －             ２，５５２

貸倒引当金戻入額                 ２４３                   １８                 ２２５

特  別  損  失           １８，９８０             ６，２８１           １２，６９８

固定資産除却損             ５，４９２             ５，５３０       △          ３７

外貨建長期金銭債権・                         

       債務為替差損

年金特別掛金負担額

                －

            ３，７６５

                ７５１

                －

△ ７５１

      ３，７６５

構造改善費用             ９，７２２                 －             ９，７２２

            

税引前当期利益           ２７，１７２           ３４，４３２       △    ７，２５９

法人税及び住民税             ７，１００           １５，４００       △    ８，３００

当  期  利  益           ２０，０７２           １９，０３２            １，０４０

前期繰越利益           １４，５４３           １２，６６０             １，８８２

中間配当額             ５，２８８             ５，２８８                     ０

当期未処分利益           ２９，３２７           ２６，４０４             ２，９２２

   

６



［単独］

Ⅰ 貸借対照表及び損益計算書の作成に関する重要な会計方針

１． 有価証券の評価は、上場有価証券については、移動平均法による低価法、その他は移動平均法による原

価法によっております。

２．棚卸資産の評価は、移動平均法による低価法によっております。

３．有形固定資産の減価償却は、主として定率法によっております。

４．退職給与引当金は、従業員の退職金支給に備えて、期末自己都合要支給額を計上しております。

５． 特別修繕引当金は、設備の定期的な大規模修繕に備えて、次回修繕の見積り修繕金額と次回修繕までの

稼動期間を勘案して計上しております。

６． 長期為替予約の付されている外貨建社債の為替予約差額は、予約日から決済日までの各期に日数により

配分しております。

７． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用しております。

８．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

Ⅱ 未払法人税等には、事業税及び事業所税１，９１４百万円が含まれております。

Ⅲ 特別修繕引当金は、商法第２８７条ノ２の引当金であります。

利 益 処 分 案

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　（単位：百万円）

当期未処分利益

海外投資等損失準備金戻入額

特別償却準備金戻入額

固定資産圧縮積立金戻入額

圧縮特別勘定積立金戻入額

特定災害防止準備金戻入額

　　２９，３２７

　　　　　２３２

　　　  　２２５

２， ３１４

２，４１７

　　　  　　１０

計 　　３４，５２５

これを次のとおり処分します。

利益準備金

株主配当金

　　 １株につき５円５０銭
  普通配当             4円50銭
  創立90周年記念配当 １円

取締役賞与金

探鉱準備金

固定資産圧縮積立金

別途積立金

次期繰越利益

　　　　　    ０　　　　　　　　　

　　　６，４６３

　　　　　１５０

　　　　　　１８

      ８，７２４

      ６，０００

　　１３，１６９

計 　　３４，５２５

７



［単独］

○売上高の内訳

 １０年３月期（Ａ）
（９．４～１０．３）

比 率  ９年３月期（Ｂ）
（８．４～９．３）

比 率  (Ａ) / (Ｂ)
    

ガラス・建材部門

　　　　　　百万円

　　４４０，８７５

　　　％

　５１．６

　　　　　　百万円

　　４７２，５３３

　　　％

　５２．３    ９３．３

化 学 部 門 　　２９３，１０８ 　３４．３ 　　３１０，６５２ 　３４．４    ９４．４

セラミックス部門 　　　２２，４２３ 　　２．６ 　　　２４，８２４ 　　２．７    ９０．３

電 子 部 門 　　　７７，４０７ 　　９．１ 　　　７３，０３６ 　　８．１  １０６．０

そ の 他 　　　２０，６８５ 　　２．４ 　　　２２，１１０ 　　２．５    ９３．６

合 計 　　８５４，５００ １００．０ 　　９０３，１５７ １００．０    ９４．６

（注）その他は、健康機器等であります。

○輸出（売上高の内数）

       １０年３月期
（９．４～１０．３）

９年３月期

（８．４～９．３）

　総 輸 出 高 　１８５，３５０百万円 　　２１５，８７７百万円

　輸 出 比 率 ２１． ７％ 　　　　　　２３．９％

                                            

８



［単独］

有 価 証 券 の 時 価 等

                                                                   （単位：百万円）

種 類

１０年３月期末

（１０．３．３１）

９年３月期末

（９．３．３１）

貸借対照表

価      額

時 価 評価損益 貸借対照表

価      額

時 価 評価損益

(1)流動資産に

   属するもの

　　　株　式

　　　債　券

　　　その他

 129,397

     －

10

241,140

     －

9

 111,742

     －

0

 124,951

     －

      10

 262,293

     －

      9

 137,342

     －

       0

小 計  129,407  241,149  111,741  124,961  262,303  137,341

(2)固定資産に

   属するもの

　　　株　式

　　　債　券

　　　その他

 114,951

     －

     －

 327,716

     －

     －

 212,764

     －

     －

  111,580

     －

     －

 372,645

     －

     －

 261,064

     －

     －

小 計  114,951  327,716  212,764   111,580  372,645  261,064

合 計  244,359  568,866  324,506   236,542  634,948  398,406

（注）１．時価等の算定方法

上 場 有 価 証 券 主に東京証券取引所の最終価格

店頭売買有価証券 証券業協会が発表する最終売買値段

証券投資信託の受益証券 基準価格

　　　２．開示の対象から除いた主な有価証券の貸借対照表計上額

  　　                                １０年３月期末  ９年３月期末

固定資産に属するもの

非上場株式（店頭売買有価証券を除く）       143,562百万円 138,936百万円

９



［単独］

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連                                                                             （単位：百万円）

１０年３月期末

（１０．３．３１）

９年３月期末

（９．３．３１）

区

分 種     類  契  約  額  等
       (うち１年超)

時  価 評  価

損  益

契  約  額  等
(うち１年超)

時  価 評  価

損  益

市

場

取

引

以

外

の

取

引

為替予約取引

売  建

米ドル

買   建

米ドル

その他

通貨スワップ

取  引

5,416

793

289

86

－

－

－

－

5,546

854

304

90

△  129

60

15

4

3,227

3,176

215

429

－

63

－

86

3,428

3,245

229

－

△  200

68

13

－

     合      計 6,585 － 6,795 △  49 7,048 150 － △  118

(注)時価の算定方法

    １．期末の時価は、１０年３月期末は先物為替相場を、９年３月期末は直物為替相場を使用しております。

    ２．外貨建金銭債権･債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定してい

        る外貨建金銭債権･債務等で、貸借対照表において当該円貨額で表示されているものについては、開示の

        対象から除いております。

   商   品                                                                           （単位：百万円）

１０年３月期末

（１０．３．３１）

９年３月期末

（９．３．３１）

区

分 種     類  契  約  額  等
       (うち１年超)

時  価 評  価

損  益

 契  約  額  等
       (うち１年超)

時  価 評  価

損  益

市

場

取

引

以

外

の

取

引

スワップ取引

燃    料

   

1,440 688 1,185 △  254 － － － －

     合      計 1,440 688 1,185 △  254 － － － －

(注)時価の算定方法

    １．取引先から提示された価格等に基づき算定しております。
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役員の異動（６月２６日付）

１． 新任取締役候補

　 取締役硝子・建材事業本部　　　
しら

白　
いし

石　　
とおる

徹 　（現大阪支店長）

 　窯業建材事業部長

 　取締役電子事業本部副本部長　　
ほそ

細  
だ

田  
とく

篤
し

志
ろう

郎　（現社長室部長）

 　取締役社長室長　　　　　　　　
わ

和　
だ

田　　　
たかし

隆 　（現硝子・建材事業本部企画部長）

２．退任予定取締役

 　現代表取締役副社長　　　　    
た

田　
なか

中　
のぶ

信　
お

男　 （退任後、岩城硝子㈱顧問就任予定）

 　現代表取締役副社長　　　　　　
なみ

並　
き

木　
ただ

忠　
お

男　 （退任後、日本ドライケミカル㈱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　顧問就任予定）

 現専務取締役　　　　　　　　  
まつ

松　
もと

本　
もり

盛　
お

夫 （退任後、㈱旭硝子総研顧問就任予定）

 基礎化学品事業本部長

　 現常務取締役　　　　　　　　　
た

田　
なか

中　　　
しげる

重 　（退任後、㈱旭硝子総研顧問就任予定）

 現取締役相談役　　　　　　　　
ふる

古　
もと

本　
じ

次　
ろう

郎 　（退任後、相談役就任）

 現取締役硝子・建材事業本部　　
にし

西　
ざわ

澤　　　
ただし

忠 　（退任後、東海工業㈱副社長就任予定）

 窯業建材事業部長

３． 株主総会後の役付取締役の異動予定（重任を除く）

 代表取締役会長　　　　　 　 　
せ

瀬　
や

谷　
ひろ

博　
みち

道　　（現代表取締役社長）

 代表取締役副会長　　　　　  　
ふる

古　
かわ

川　
やす

靖　
ひこ

彦　（現代表取締役副社長）

 代表取締役社長　 　　　　　 　
いし

石　
ず

津　
しん

進　
や

也　　（現専務取締役社長室長）

 専務取締役関係会社部長　 　 　
さか

坂　
もと

元　
まさ

昌　
し

司 　（現常務取締役関係会社部長）

以　上

１１



［連結］

平成１０年５月２１日

平成１０年３月期　　連結決算短信

旭 硝 子 株 式 会 社 上場取引所 東京、大阪、名古屋　各第１部

コード番号　　５２０１ 札幌、新潟、京都、広島、福岡

東京都千代田区丸の内二丁目１番２号

問合せ先 広報部長

井 本 健 一 ＴＥＬ（０３）３２１８－５２４０

連結決算取締役会開催日　　平成１０年５月２１日

１．１０年３月期の業績（平成９年４月１日 ～ 平成１０年３月３１日）
(1)経営成績 （参考）決算短信中の記載金額は、百万円未満を切り捨て表示しております。

                     対前期
   売  上  高        増減率

                   対前期

   営 業 利 益     増減率

                   対前期

   経 常 利 益     増減率

１０年３月期

　９年３月期

百万円　　　％

１，３４６，７２７(　０．７)

１，３３７，２９３(　４．６)

百万円        ％

 ６６，０７２(１０．４)

５９，８２７(１５．４)

百万円        ％

５６，７８２(１３．１)

５０，１８８(２１．１)

                 対前期
   当 期 利 益   増減率

１株当たり

当期利益

潜在株式調整後

１株当たり当期利益

株主資本

当期利益率

総　資　本

経常利益率

売　上　高

経常利益率

１０年３月期

　９年３月期

百万円　　　％

２０，３６１(△１５．７)
２４，１６７(△　２．７)

円　　銭

１７　３３

２０　５６

円　　銭

１６　７４

１９　７１

％

３．３

３．９

％

３．２

２．９

％

４．２

３．８

　　(注)持分法投資損益　８１７百万円 ( 前期　７，５８４百万円 )

(2)財政状態

総 資 産 株主資本 株主資本比率
１株当たり

株 主 資 本

１０年３月期

　９年３月期

百万円

１，８１０，６４４

１，７９４，０５６

百万円

６３０，３７３

６１８，４３７

             ％
３４．８

３４．５

          円　　銭
５３６　３８

５２６　２３

(3)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

　連結子会社数 １２１社 ( 主要会社名　伊勢化学工業㈱、岩城硝子㈱、日本ﾄ゙ ﾗｲｹﾐｶﾙ㈱、ｸ゙ ﾗﾊ゙ ﾍー゙ ﾙ　 )

　非連結子会社数 １５６社 ( うち持分法適用会社数   2社 )

　関連会社数 １０４社 ( うち持分法適用会社数　27社、主要会社名　ｴﾙﾅー ㈱、ﾀｲ旭硝子、ｱｻﾋﾏｽ板硝子 )

(4)会計処理の方法等の変更

① 連結範囲及び持分法の適用の異動状況

 連結 （新規）　旭オーリン㈱　他　１４社　　　　   持分法 （新規）　　なし
　　　　 （除外）　旭硝子ビルウォール西日本㈱　他　７社         （除外）　　旭オーリン㈱　他　２社
  ②会計処理の方法　　　　　　　変更なし

２．１１年３月期の業績予想（平成１０年４月１日 ～ 平成１１年３月３１日）

売 上 高 経 常 利 益 当 期 利 益

１１年３月期

百万円

１，３６０，０００

百万円

５８，０００

百万円

２６，０００

( 参考 ) １株当たり予想当期利益 ( 連結 )    ２２円１２銭

１株当たり予想当期利益 ( 単独 )    １４円４７銭

[参考]当社（単独）の１０年３月期の業績 ( 平成９年４月１日 ～ 平成１０年３月３１日 )
                       対前期

   売  上  高          増減率

                        対前期

   営 業 利 益          増減率

                         対前期

   経 常 利 益           増減率

百万円　　　％

８５４，５００(△５．４)

百万円　　　％

１３，７６６(△１１．３)

百万円　　　％

３１，４２６(　３．７)

　　　　　　　　　　   対前期
　当　期　利　益　　   増減率

１株当たり

当期利益

潜在株式調整後

１株当たり当期利益
総資産 株主資本

百万円　　　％

２０，０７２(　５．５)

円　　銭

１７　０８

円　　銭

１６　５１

百万円

９９２，９８７

百万円

５８０，５９０
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［連結］

連 結 貸 借 対 照 表
(単位：百万円)

期　　別

科　　目

１０年３月期末

( 10. 3. 31)

  ９年３月期末

(  9. 3. 31 )
増    減

流  動  資  産 720,778 758,610 △37,831

現金及び預金 40,134 46,372 △6,237

受取手形及び売掛金 307,716 359,681 △51,965

有価証券 135,365 133,841 1,524

たな卸資産 183,306 178,143 5,162

その他の流動資産 60,844 46,553 14,291

貸倒引当金 △6,588 △5,981 △607

固  定  資  産 988,523 945,672 42,850

有 形 固 定 資 産 726,054 706,053 20,000

建物及び構築物 193,969 190,251 3,717

機械装置 374,746 363,008 11,738

運搬具 2,354 2,593 △239

工具器具備品 17,902 16,866 1,035

土地 70,596 70,114 482

建設仮勘定 66,484 63,218 3,266

無 形 固 定 資 産 15,000 16,278 △1,277

投 資 等 247,467 223,339 24,127

投資有価証券 177,946 168,801 9,144

長期貸付金 22,530 16,950 5,580

長期前払費用 15,733 11,682 4,051

その他の投資 31,387 25,972 5,414

貸倒引当金 △129 △66 △62

繰  延  資  産 3,970 4,536 △566

連 結 調 整 勘 定 76,753 74,124 2,629

為 替 換 算 調 整 勘 定 20,618 11,112 9,506

   資    産    合    計 1,810,644 1,794,056 16,588
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［連結］

連 結 貸 借 対 照 表
(単位：百万円)

期　　別

科　　目

１０年３月期末

( 10. 3. 31)

９年３月期末

( ９. 3. 31 )
増    減

流　動　負　債 727,096 609,316 117,780

支払手形及び買掛金 224,599 228,709 △4,109

短期借入金 234,048 177,181 56,867

コマーシャルペーパー 89,277 40,470 48,807

一年以内償還社債 55,771 33,584 22,187

未払金 40,592 43,381 △2,788

未払法人税等 15,654 22,225 △6,570

未払費用 19,322 17,894 1,427

預り金 22,345 21,974 371

従業員預り金 117 102 14

賞与引当金 11,236 10,943 293

その他の流動負債 14,129 12,849 1,279

固　定　負　債 383,353 499,298 △115,944

社債 170,337 209,853 △39,515

長期借入金 96,188 170,666 △74,477

退職給与引当金 64,149 62,875 1,273

特別修繕引当金 13,717 12,365 1,351

長期納税引当金 0 2,540 △2,540

その他の固定負債 38,960 40,997 △2,036

少　数　株　主　持　分 69,820 67,004 2,816

資　本 630,373 618,437 11,936

資 本 金 90,472 90,471 0

資本準備金 84,388 84,387 0

利益準備金 22,617 22,616 1

その他の剰余金 432,900 420,972 11,928

自己株式 △5 △10 5

負 債 ・ 資 本 合 計 1,810,644 1,794,056 16,588
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［連結］

連 結 損 益 計 算 書
(単位：百万円)

期　　別

科　　目

１０年３月期

( 9.4 ～ 10.3 )

９年３月期

( 8.4 ～ 9.3 )
増    減

売      上       高 1,346,727 1,337,293 9,434

売    上    原    価 1,064,546 1,061,516 3,030

販売費及び一般管理費 216,108 215,949 159

営   業   利   益 66,072 59,827 6,244

営   業   外   収   益 21,572 19,832 1,740

受取利息及び配当金 7,618 6,132 1,486

雑収入 13,953 13,699 254

営   業   外   費   用 30,862 29,471 1,391

支払利息及び割引料 23,539 22,149 1,390

雑損失 7,323 7,322 1

経   常   利   益 56,782 50,188 6,593

特     別     利     益 15,284 8,634 6,649

特     別     損     失 29,732 11,566 18,165

税金等調整前当期利益 42,334 47,256 △4,922

法人税及び住民税 15,189 24,032 △8,842

少数株主損益（減算） 3,945 3,636 308

連結調整勘定当期償却額（減算） 3,654 3,003 650

持分法による投資損益（加算） 817 7,584 △6,767

当  期  利  益 20,361 24,167 △3,805
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［連結］

連 結 剰 余 金 計 算 書
(単位：百万円)

期　　別

科　　目

１０年３月期

( 9.4 ～ 10.3 )

９年３月期

( 8.4 ～ 9.3 )
増    減

その他の剰余金期首残高 420,972 408,466 12,505

その他の剰余金増加高 4,484 986 3,497

連結子会社の増資に伴う増

加高 933 22 910

連結子会社に対する持分所

有割合の変動による増加高 － 85 △85

持分法適用会社に対する持

分所有割合の変動による増

加高 － 51 △51

連結子会社の連結除外に伴

う増加高 － 429 △429

持分法適用会社の持分法適

用除外に伴う増加高 － 397 △397

連結子会社の非連結子会社

合併に伴う増加高 442 － 442

在外持分法適用会社の資産

再評価による増加高 3,108 － 3,108

その他の剰余金減少高 12,917 12,648 269

利益準備金繰入額 1 349 △347

配  当  金 10,577 11,164 △587

役 員 賞 与 金 274 238 35

新規連結子会社に係る減少

高 2,064 94 1,970

連結子会社の非連結子会社

合併に伴う減少高 － 801 △801

当  期  利  益 20,361 24,167 △3,805

その他の剰余金期末残高 432,900 420,972 11,928
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［連結］

I. 連結財務諸表作成のための基本となる事項

１． 連結の範囲に関する事項

 子会社のうち、旭ファイバーグラス㈱ほか１２０社を連結の範囲に含めております。このうち、旭オーリン（株）ほ
か１４社は、当連結会計年度より新たに連結子会社となったものであります。

 なお、前連結会計年度まで連結の範囲に含めていた旭硝子ビルウォール西日本（株）ほか７社は、合併等で子会社で
なくなったこと等により、当連結会計年度においては連結の範囲に含めておりません。

 上記以外の子会社156社は連結の範囲に含めておりません。

 これらの非連結子会社の総資産の合計額、売上高の合計額、当期純損益及び剰余金のうち持分に見合う額の合計額は、
いずれも連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がありません。

 グラバーベルの連結子会社については、グラバーベルがベルギーの会計原則により同社の子会社を連結した財務諸表
に対し、当社が連結しております。

 ＡＦＧインダストリーズ（米国）の連結子会社については、ＡＦＧインダストリーズ（米国）がアメリカ合衆国の会
計原則により同社の子会社を連結した財務諸表に対し、当社が連結しております。

２． 持分法の適用に関する事項

 「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する省令」（昭和56年大蔵省令第21号）に基
づき非連結子会社156社及び関連会社104社のうち、旭ペンケミカル㈱ほか28社に対し持分法を適用しております。

 なお、前連結会計年度まで持分法を適用しておりました旭オーリン㈱ほか２社は、連結の範囲に含めたこと等により、
当連結会計年度においては持分法を適用しておりません。

 主要な持分法適用会社は、旭アイシーアイ　フロロポリマーズ㈱、旭ペンケミカル㈱、旭コマグ㈱、エルナー㈱、鹿
島ケミカル㈱、触媒化成工業㈱、北海道曹達㈱、アサヒマス板硝子、ショットグラバーベル、タイ旭硝子、タスコ・

ケミカル、バンコクフロートグラス、リパブリック旭硝子となっております。

 適用外の非連結子会社154 社及び関連会社77 社の当期純損益及び剰余金のうち持分に見合う額の合計額は、連結純
損益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がありません。

３． 連結子会社の事業年度等に関する事項

 連結子会社の決算日は、旭ファイバーグラス㈱、エイジー物流サービス㈱以外は12月31日であり、連結財務諸表の
作成にあたっては、各子会社の決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行なっております。

 なお、エイジー物流サービス㈱は当連結会計年度より決算日を従来の12月31日から3月31日に変更したことに伴
い、当連結会計年度における会計期間は、平成9年1月1日から平成10年3月31日までの15ヵ月間となっており

ます。旭オーリン㈱は当連結会計年度より決算日を従来の11月30日から12月31日に変更したことに伴い、当連結

会計年度における会計期間は、平成8年12月1日から平成9年12月31日までの13ヵ月間となっております。

   
II. 会計処理基準に関する事項

１． 資産の評価基準及び評価法

 有価証券については、主として上場有価証券については移動平均法による低価法、その他は移動平均法による原価
法によっております。特定金銭信託等に含まれる、有価証券の評価基準及び評価方法は銘柄別移動平均法による原価

法によっております。

 たな卸資産については、主として移動平均法による低価法によっております。

２． 固定資産の減価償却の方法

 税法に規定する基準に従い、有形固定資産については、主として定率法、無形固定資産については定額法によって
おります。

３． 繰延資産の処理方法

 社債発行費、新株発行費は支出時に全額費用としておりますが、連結子会社の一部については、開発費、開業費、
社債発行費、新株発行費に計上し、所定の期間内に毎期均等償却しております。

４． 引当金の計上基準

 貸倒引当金については、金銭債権の貸倒による損失に備えて、主として対象債権の期末残高の一定割合（税法の規
定による）のほか取引先の資産内容等を勘案して計上しております。

 賞与引当金については、従業員の次回の賞与支給に備えて、次回支給見込額のうち当期負担分を計上しております。

 退職給与引当金については、従業員の退職金支給に備えて、主として期末自己都合要支給額を計上しております。
このほか、当社及び連結子会社の一部は退職金の一部について、年金制度を採用しております。

 特別修繕引当金については、設備の定期的な大規模修繕に備えて、次回修繕の見積り修繕金額と次回修繕までの稼
動期間を勘案して計上しております。
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 ［連結］

 
 
５． 重要なリース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、主として通
常の賃貸取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６． 外貨建社債の為替予約に伴う処理

 為替予約の付されている外貨建社債には、当該予約による円貨額を付しており、これによる為替予約差額は、当該
予約を行なった日の属する連結会計年度から決済日の属する連結会計年度までの各年度に日数により配分することと

しております。

７． 消費税の会計処理

 税抜き方式によっております。

８． 投資勘定と資本勘定との相殺消去に関する事項

 親会社等投資勘定と連結子会社資本勘定との相殺消去は段階法によっております。

９． 未実現損益の消去に関する事項

 連結会社間の資産の売買に伴う未実現損益は、親会社の連結子会社への販売については全額消去、全額親会社負担
とし、その他の場合については親会社持分相当額のみ消去しております。

１０． 在外連結子会社等の財務諸表項目の換算に関する事項

 在外連結子会社及び在外持分法適用会社の財務諸表項目の円貨への換算は、「外貨建取引等会計処理基準」（平成 7
年5月26日企業会計審議会）によっております。

１１． 利益処分項目等の取扱いに関する事項

 連結会社の利益処分については、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて連結剰余金計算書を作成しており
ます。また、連結子会社の利益準備金については、連結上はその他の剰余金として処理しております。

１２． 法人税等の期間配分の処理に関する事項

 海外の一部の連結子会社及び持分法適用会社において、税効果会計（法人税等の期間配分の処理）を適用しており
ます。

 
III. 連結貸借対照表に関する注記

 　 １０年３月期 ９年３月期

１． 減価償却累計額 915,796百万円 873,982百万円

２． 受取手形割引高 1,570百万円  766百万円

３． 受取手形裏書譲渡高 10,205百万円 9,583百万円

４． 自己株式 7,129株 9,668株
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［連結］

セ グ メ ン ト 情 報

1. 事業の種類別セグメント情報

 (1) １０年３月期（平成 9年 4月  1日～平成 10年 3月 31日） (単位：百万円)

ガラス 化学 その他 計
消去又は

全　社
連結

Ⅰ 売上高及び営業利益

   売    上    高

   (1) 外部顧客に対する売上高    795,143 341,588 209,995 1,346,727 － 1,346,727

(2) セグメント間の内部売上
    高又は振替高

                
8,808 12,634 62,308 83,750 (83,750) －

計 803,951 354,223 272,303 1,430,478 (83,750) 1,346,727

   営 業 費 用 756,262 338,729 269,277 1,364,269 (83,614) 1,280,654

   営 業 利 益 47,688 15,494 3,026 66,208 (136) 66,072

Ⅱ 資産，減価償却費及び資本的

   支出

   資産 1,028,628 340,595 353,546 1,722,770 87,874 1,810,644

   減価償却費 62,553 17,660 6,976 87,189 (23) 87,165

   資本的支出 64,386 53,292 8,296 125,975 (20) 125,955

（注）資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、224,362百万円であり、その主なものは、

親会社での余資運用資金（現金及び預金、有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）等であります。

 (2) ９年３月期（平成 8年 4月  1日～平成 9年 3月 31日） (単位：百万円)

ガラス 化学 その他 計
消去又は

全　社
連結

Ⅰ 売上高及び営業利益

   売    上    高

   (1) 外部顧客に対する売上高 775,966 364,566 196,760 1,337,293 　　　　－ 1,337,293

(2) セグメント間の内部売上
    高又は振替高 7,619 12,161 50,365 70,146 (70,146) －

計 783,586 376,727 247,125 1,407,439 (70,146) 1,337,293

   営 業 費 用 731,965 370,998 244,757 1,347,721 (70,255) 1,277,465

   営 業 利 益 51,620 5,728 2,368 59,717     109 59,827

Ⅱ 資産，減価償却費及び資本的

   支出

   資産 1,006,241 335,319 337,920 1,679,481 114,574 1,794,056

   減価償却費 55,038 16,879 6,785 78,704 (30) 78,674

   資本的支出 73,689 30,598 8,602 112,890 (42) 112,848

（注）資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、212,437百万円であり、その主なものは、

親会社での余資運用資金（現金及び預金、有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）等であります。
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［連結］

セ グ メ ン ト 情 報

2. 所在地別セグメント情報

 (1) １０年３月期（平成 9年 4月  1日～平成 10年 3月 31日） (単位：百万円）

日本 ｱｼﾞｱ ｱﾒﾘｶ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 計 消去又は

全社

連結

Ⅰ 売上高及び営業利益

   売    上    高

 (1) 外部顧客に対する売上高 1,011,711 53,318 132,297 149,399 1,346,727 － 1,346,727

 (2) セグメント間の内部売上高 38,666 54,234 4,529 496 97,926 (97,926) －

計 1,050,378 107,553 136,826 149,896 1,444,654 (97,926) 1,346,727

   営   業   費   用 1,026,858 92,441 121,326 137,812 1,378,439 (97,784) 1,280,654

   営   業   利   益 23,519 15,112 15,499 12,083 66,215 (142) 66,072

Ⅱ 資     産 958,268 184,405 265,262 187,724 1,595,660 214,984 1,810,644

（注）資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、224,362百万円であり、その主なものは、

親会社での余資運用資金（現金及び預金、有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）等であります。

    
 (２) ９年３月期（平成 8年 4月  1日～平成 9年 3月 31日） (単位：百万円）

国内 在外 計 消去又は全社 連結

Ⅰ 売上高及び営業利益

   売    上    高

 (1) 外部顧客に対する売上高 1,041,240 296,052 1,337,293 － 1,337,293

 (2) セグメント間の内部売上高 49,107 19,478 68,586 (68,586) －

計 1,090,347 315,531 1,405,879 (68,586) 1,337,293

   営   業   費   用 1,066,648 279,759 1,346,408 (68,942) 1,277,465

   営   業   利   益 23,698 35,772 59,471 356 59,827

Ⅱ 資     産 989,508 602,898 1,592,406 201,649 1,794,056

（注）資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、212,437百万円であり、その主なものは、

親会社での余資運用資金（現金及び預金、有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）等であります。

3. 海外売上高 (単位：百万円）

１０年３月期

（平成 9年 4月  1日

      ～平成 10年 3月 31日）

９年３月期

（平成 8年 4月  1日

   ～平成9年 3月 31日）

ｱｼﾞｱ ｱﾒﾘｶ ﾖｰﾛｯﾊﾟ その他の

地域

計

海外売上高 180,835 164,510 151,182 21,550 518,079 495,415

海外売上高の連結売上高に

占める割合
13.4% 12.2% 11.2% 1.6% 38.5% 37.0%

２０


